
労働安全衛生法、受動喫煙防止対策に関する改正�
「努力義務」ではなく「義務化」＆「サービス産業も」�
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2010年以降、労働安全衛生法改正の動き�
安全配慮義務の観点から、�
受動喫煙防止義務化を閣議決定・・・�

平成23(2011)年�
12月2日�
第179回国会に提出�

労働安全衛生法の一部を改正する法律案要綱抜粋�
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課題はあっても、対策が義務化されれば、費用をかけて喫煙室を作らず、�
建物内禁煙とする事業場が増えることが期待された・・・�

2012年の国会へ提出�

工場建屋内も例外ではありません。�
発がん性物質は空間が大きいからといって放置できないことは�
アスベストと同様�



課題2：サービス産業が例外扱い�

「受動喫煙防止対策について」（平成22年2月25日）�
・旧厚生省＝公共的施設�
・「少なくとも官公庁と医療機関は全面禁煙」�

旧労働省＝職場�
「職場における受動喫煙防止対策に関する検討会 報告書」�
 ��������������(平成22年5月26日↑、12月↓)�
「今後の職場における安全衛生対策について（建議）」�
・労働安全衛生法、労働者の生命の安全を確保�
��＝安全配慮義務として受動喫煙防止�

飲食店等のサービス産業は二重の保護が必要�
な分野であるが、「顧客に対して禁煙等とすることを�
事業者に一律に求めることは困難」と例外扱い�

2012年11月16日、衆議院の解散により自動的に廃案。�
自民党主導の政権になったら、さらに、受動喫煙対策はさ
らに、逆行する恐れも・・・�

タバコ族議員が多い政権で喫煙対策を進めるためには�
2013年�自民党委員会室�
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環境省 微小粒子状物質（PM2.5）に関する基準値�����
��������������������������������2009年9月9日告示�

東京都庁ホームページより�

タバコ煙の直径は1μm以下�
＝PM2.5よりも小さいPM1�

100μm�

30μm�



米国東部の6都市研究：PM2.5濃度が高いほど、�
死亡率、肺がん・心筋梗塞の発生率が高かった�

P: ウィスコンシン州ポーテジ�
T: カンザス州トペカ�
W: マサチューセッツ州�
      ウォータータウン�
L: ミズーリ州セントルイス�
H: テネシー州ハリマン�
S: オハイオ州�
      スチューベンビル�

PM2.5濃度の25μg/m3�

あたりの相対リスクの増加�
全死亡で1.36 倍�
���������（95％CI:1.11, 1.68）�
肺がん死亡で1.51倍�
���������(95%CI: 0.75, 3.09)�
心肺疾患死亡で1.51 倍���
���������(95%CI: 1.16, 2.00)�

大気中PM2.5が10〜15μg/m3＝死亡率に影響なし�

全席喫煙の飲食店（28席中、14名喫煙）のPM2.5は北京並み 

北京のPM2.5�
2013年1月1〜31日�

「喫茶店、PM2.5は北京なみ」�

←600 600→ 

タバコ由来のPM2.5は中身も有害性が高い：�
タバコ煙には4000種類の化学物質、200種類の有害物質、�
64種類(2004年)→70種類(現在)の発がん性物質�

� � � � �（WHO国際がん研究機関：IARC）�

(2004)�

ベンゾピレン�
ニトロソアミン�
ポロニウム��など�



WHO-FCTC第8条「受動喫煙からの保護」履行のためのガイドライン �
“Guidelines for implementation Article Article 5.3, 8, 9, 10, 11, 12, 13, 14” (2011) 

●喫煙室や空気清浄機の工学的な対策では�
�受動喫煙を防止できない�
Approaches other than 100% smoke free environments, including ventilation, air filtration and the 
use of designated smoking areas (whether with separate�
 ventilation systems or not), have repeatedly been shown to be ineffective and there is conclusive 
evidence, scientific and otherwise, that engineering approaches do not�protect against exposure to 
tobacco smoke.�

●100％完全禁煙以外に手段はない�

FCTC発効から5年以内(2010年2月27日)に�
�建物内を100%完全禁煙とする�
受動喫煙防止法の成立と施行を求めている。�
世界中では飲食店のなどサービス産業も�
含め全面禁煙化。�
Each Party should strive to provide universal protection within five years of the 
WHO FCTC’s entry into force for that Party. 

http://www.who.int/fctc/protocol/guidelines/adopted/guidel_2011/en/index.html�

2007年、第2回締約国会議で採択�
2011年、ガイドラインとして発表�
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煙が漏れない分煙は不可能�
壁と自動ドアで分煙した喫茶店：�
煙がこもる喫煙席のPM2.5は、�
平均441μg/m3、最高885μg/m3

＝北京以上！�
ドアが開くたびに漏れるため、�
禁煙席も外出自粛レベルに。�

喫煙席�

自動ドア�

禁煙席�

喫煙席のPM2.5�
平均濃度：441μg/m3�

最高濃度：885μg/m3�

禁煙席も68μg/m3に�

北京市内のPM2.5�

レストラン等で働く人を保護するために�
43ヵ国がレストラン、バーも全面禁煙�

52州のうち28州で�
屋内全面禁煙�

2014年6月からロシア全土の屋内施設が禁煙化�

屋内施設が禁煙でないのは日本だけ�

2020年の東京オリンピックの準備に必要�



受動喫煙防止法�

=ÅžœůŦőŰšŏc3*;°÷�§ĊčĕĕđgċĻŇŉ<�2�E&�

レストラン�

アルコール�
販売なし�

アルコール�
販売あり�

Is nonsmoking dangerous to the health of restaurants? The effect of California’s indoor smoking ban on restaurant revenues. 
 Stolzenberg L, et al. Evaluation Review. Vol.31, No.1, 75-92, 2007 

質問：レストランを全面禁煙にすると収入が減るのでは？�

受動喫煙防止法�

œůŦőŰšŏc3*;°÷�§Ċčĕĕđgċļ"pķGŉ�Ī���

全サービス産業（左軸）�

宿泊業（右軸）�

レストラン� アルコール�
販売なし�

アルコール�
販売あり�

前� 後� 前� 後� 前� 後�

Is nonsmoking dangerous to the health of restaurants? The effect of California’s indoor smoking ban on restaurant revenues. 
 Stolzenberg L, et al. Evaluation Review. Vol.31, No.1, 75-92, 2007 

季節変動はあるが、受動喫煙防止条例防止法の前後で�
売り上げ(Sales and Use Tax)と飲食税(Meals Tax)の落ち込みは無し�

受動喫煙防止法�

ŪŘŜŭŶŚŝŞcķŅĜűřŠŮųŵŢŶō�Ă¾°ĸĮŊ§oķ2�ļnăĺĭ�

Environmental and economic evaluation of the massachusetts smoke-free workplace law. 
 Alpert HR, et al. J Community Health. 32; 269-281, 2007  

食
事

税
�
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業
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税

�

全サービス産業（Total Service Providers)と比較して�
宿泊業の雇用(Accomodations Industry) の落ち込みは無し�

受動喫煙防止法�

ŪŘŜŭŶŚŝŞcĜ§×!ĜŨşŰļý¶Ì�ĻH,ĺĭ�

全サービス産業（左軸）�

宿泊業（右軸）�



受動喫煙防止法�
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規制のない州（左軸）�

マサチューセッツ州�
（右軸）�

Environmental and economic evaluation of the massachusetts smoke-free workplace law.　 Alpert HR, et al. J Community Health. 32; 269-281, 2007  

WHOがん予防ハンドブック第13巻(2009年)�
「屋内施設の全面禁煙化の評価」�

「全面禁煙にすると営業収入が
減る」はタバコ産業が、�
レストランの禁煙化を阻止する
ための根拠のない通説�

レストランやバー、ホテルの納税額、�
売上税、雇用統計など客観的なデー
タを分析した86論文の結論：�
「レストラン、バーを全面禁煙に
しても減収なし」�

「全面禁煙にすると営業収入が減る」はタバコ産業が、�
レストランの禁煙化を阻止するための根拠のない通説�

査読とは、同じ分野の別の科学者が投稿論文を
審査し、不備な点を修正させて公開すること。�
「査読あり」は、質が高い論文。�

「全面禁煙にすると営業収入が減る」はタバコ産業が、�
レストランの禁煙化を阻止するための根拠のない通説�

査読とは、同じ分野の別の科学者が投稿論文を
審査し、不備な点を修正させて公開すること。�
「査読あり」は、質が高い論文。�

有害なゲーム
の規制と同時期�

・サンプル数が小さい�
・他の社会的要因が関係�



タバコ産業論文の典型例：神奈川条例で飲食業界は大打撃�

三菱UFJリサーチ＆コンサルティング�

リーマンショックの影響が、あたかも�
条例による悪影響のような書き方�

同じ2009~10年、愛知県庁、県下で全面禁煙化した全店舗立ち入り調査：
1163店のうち1101店(94.7％)で「全面禁煙化のの収入減少なし 」�

宇佐美毅、他. 日本公衆衛生雑誌, 2012年7月号. 飲食店における受動喫煙防止対策の実態と禁煙化による経営への影響についての考察�

不変� 増加�減少�

日本の証拠①�

某ファミリーレストラン、2009年2〜12月、老朽化に伴う改装を実施�

②全席禁煙化（喫煙専用室あり）59店舗�

③喫煙区域を壁と�
自動ドアで隔離�
17店舗�

①改装なし 82店舗�
（喫煙区域、禁煙区域）�

老朽化した店舗を改装�

労働安全衛生法、受動喫煙防止対策に関する改正�
「努力義務」ではなく「義務化」＆「サービス産業も」�
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某ファミレス255店のうち、�
①改装のない82店舗の2007年からの営業収入�
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2007年1月を100％とした相対変化。�
季節変動（夏休みが多く、2月は少ない）の中で。�

大和、他. 日本公衆衛生雑誌, 2014年3月号.�
某ファミリーレストラングループにおける客席禁煙化前後の営業収入の相対変化�—未改装店，分煙店の相対変化との比較—�

日本の証拠②�

リーマンショック（2008年9月）以降下降傾向。�

ファミレスの改装：全席禁煙化と分煙化のどちらが営業上有利か？�
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2010年2〜12月に�
改装（②禁煙/③分煙）した�
店舗の収入を、前後、�
12ヵ月間×3年で比較�

日本の証拠②�
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Smoke-free Legislation and Hospitalizations for Childhood Asthma. �
Mackay D, et al. N Engl J Med 2010;363:1139-45.�

法律施行�

法規制前、タバコ産業が流した反論�
「職場、飲食店で吸えなくなると�
自宅で吸うようになる怖れがあるので、�
レストラン等は禁煙化しない方が良い」�
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）� 受動喫煙防止法で小児喘息の入院数が減少�

Smoke-free Legislation and Hospitalizations for Childhood Asthma. �
Mackay D, et al. N Engl J Med 2010;363:1139-45.�

法律施行�

職場、レストラン等が禁煙化されると、�
「受動喫煙は良くない」という�
社会規範が浸透、自宅内の喫煙減少、�
子ども達の喘息が減少。�

受動喫煙防止法の前後で、心筋梗塞・狭心症が17％減少  
Smoke-free Legislation and Hospitalizations for Acute Coronary Syndrome. 
Jill P. Pell et al.,  New England Journal of Medicine. 2008; 359: 482-91. "

スコットランド、2006年3月に屋内施設が全面禁煙、９病院、300万人の医療圏 
前向き研究、喫煙歴を確認、尿中コチニン検査あり、同一の季節 
結果：急性冠症候群による入院患者数3235人→ 2684人で17％減少。 
喫煙者14％減（1176→ 1016＝160人）、元喫煙者19％減（953→ 769＝184
人）、 
非喫煙者21％減（677→ 537＝140人）。 
元＋非喫煙者によるACSの入院減少は66.9％ =(184＋140人)÷(160＋184＋140
人) 
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大阪府受動喫煙防止条例、府議会での某議員の反論�
「time trendを考慮せずに屋内禁煙法施行前後の心筋梗塞の比較をして
、これを法規制の効果だというのは不適切」�

「法規制の前から心筋梗塞
は減少傾向であり、�
法規制の効果とは言い難い」�

指摘はその通り。某議員の反論に対して「英国は1990年代から屋内施設の
禁煙化が進んでおり、その効果が出ている」との反論が必要であった。�

法規制�

法規制前後10年の心筋梗塞・狭心症の入院数�



真実：大阪府条例、某議員の反論に反論するためのデータ�
「time trendを考慮しても、法規制は心筋梗塞を減少（step change)させ
、総計も減少(slope change)させた」�
（日本禁煙推進医師歯科医師連盟HP、�会長�大島明先生解説）�

Short term impact of smoke-free legislation in England: retrospective analysis of hospital 
admissions for myocardial infarction. Sims M, et al. BMJ 2010; 340:c2161 �

法規制後、心筋梗塞は2.37%減少し、�
(95%信頼区間：0.66％~4.06%、1年間の
入院数では1200件減少)�
有意なstep changeと�
slope change（総計）あり 。�

Pell論文の「17％減少」は過大評価であるが�

大阪府受動喫煙防止条例、府議会での某議員の反論�
「time trendを考慮せずに屋内禁煙法施行前後の心筋梗塞の比較をして
、これを法規制の効果だというのは不適切」�

「法規制の前から心筋梗塞
は減少傾向であり、�
法規制の効果とは言い難い」�

指摘はその通り。某議員の反論に対して「英国は1990年代から屋内施設の
禁煙化が進んでおり、その効果が出ている」との反論が必要であった。�
問題：某議員が英語の医学論文を読むか？タバコ産業の入れ知恵。�
��������結局、適切な回答が出来なかったため、大阪府条例は取り下げに。�

法規制�

法規制前後10年の心筋梗塞・狭心症の入院数�
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全面禁煙の範囲： 
　：一般の職場 
　：一般の職場＋レストラン 
　：一般の職場＋レストラン＋居酒屋・バー 

真実：科学者の論文の総合評価では、 
法律による全面禁煙化の範囲が広いほど国民の病気が減少 

(7)    (7)   (35) 

(1)    (4)    (5) 

(2)    (1)    (5) (4)    (4)    (11) 

( )内の数字は論文数 

しかも、平成25年度には�
飲食店→すべての業種に、�
助成率も1/4→1/2�

喫煙室の作成に助成金制度？�

新大阪→�



ファミレス、禁煙区域の設定だけでは効果なし�
�エアコンで攪拌、数分後には禁煙区域も汚染�
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喫煙区域で高い曝露�
接客中は特に高濃度�

禁煙区域は�
低濃度�
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改装前後の同じ場所�
＆従業員の個人曝露�
、いずれも改善�



ŘŶŤřµ�ļPM2.5ļ9Ą� 換気扇4台で排気�

厨房�

禁煙席�

喫煙席�

天井から見おろした時の空気の流れ
とタバコ煙の分布。�

厨房�

分煙店のタバコ煙のシミュレーション�

この環境で身内を働かせられますか？�
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個室の宴会場、�
15名中6名が喫煙。�
仲居さんは宴会場内で�
高濃度の受動喫煙�
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ライバルの難点�
マドリードは経済不況、�
イスタンブールは政情不安。�
日本のアキレス腱は受動喫煙。�
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2004年、シドニー大会�
オーストラリアは�
州単位で1999年〜�
2002年にかけて�
屋内施設を禁煙化�

2008年、北京大会�
条例で北京市内の�
屋内施設を禁煙化� 2012年、ロンドン大会�

2006年にスコットランド、�
2007年に英国全土の屋
内施設が全面禁煙�

すべて受動喫煙防止法・条例のある国・都市で開催�
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2014年のソチ大会のため�
ソチを先行して禁煙化、�
2014年6月からロシア全土の�
屋内施設を全面禁煙化�

2016年、リオ・デジャネイロ大会�
ブラジルは、すでに全面禁煙�

WHO�
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ļ}mÌĻ�3=ļŬŰŪŔ¸��

松沢議員の国会質問「タバコ規制枠組条約」の予告�
日本禁煙推進医師歯科医師連盟からの声明文のお知らせ�
など、重要な出来事を適宜、発信。�
希望者は、のちほど名刺を。�

Youtube「140206松沢議員」�
で検索。�

2013g�松沢議員、質問� 2013g�
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52州のうち28州で�
屋内全面禁煙�

2014年6月からロシア全土の屋内施設が禁煙化�
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この本を読めば、なぜ、日本では�
喫煙対策が進まないのかが分かる。�
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